
【想定される類型】

（人員基準） 管理者、相談支援専門員、地域移行推進員（仮称）

（人員基準） 管理者、相談支援専門員

※ 「障害児相談支援事業者」の指定を受ける場合は、障害者自立支援法に基づくサービスと一体的な計画を作成する必要があ
るため、「特定相談支援事業者」の指定も併せて受けることを想定。

この場合、「障害児相談支援事業者」と「特定相談支援事業者」の両方の指定を受けた事業者についても、対象者を障害児の
みとすることも可能とする。

一般

特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者（計画作成担当）

一般 特定特定
一
般

特
定

一般相談支援事業者（地域移行・定着支援担当）

障
害
児

特定相談支援事業者、障害児相談支援事業者及び一般相談支援事業者各々の指定を一体的に受
けることも可能。

事業者指定のイメージ

障害児特定
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サービス等利用計画の対象者拡大を踏まえた検討課題

○ 障害福祉サービスの利用の組み合わせ

障害福祉サービスを利用するすべての障害者に対して、サービス等利用計画を作成することにより
ケアマネジメントがなされることを踏まえ、平成２４年度以降における以下の障害福祉サービスの利用
の組み合わせについて、ケアマネジメント等の手続きを経た上で、利用の組み合わせの必要性が認
められる場合には、市町村の判断で認めることができるようにする方向で検討。

（施設入所支援と就労継続支援）
・ 就労継続支援の通所による利用が困難な場合における、施設入所支援と就労継続支援の利用
の組み合わせ

（施設入所支援と生活介護）
・ 障害程度区分が４（５０歳以上は３）よりも低い者について、グループホーム・ケアホームでの受入
れが困難な場合等における、施設入所支援と生活介護の利用の組み合わせ

（ケアホームとホームヘルパー）
・ 障害程度区分４以上であって一定の要件を満たす重度の障害者が、職員配置基準を超えて手厚
い人員体制による介護が必要となる場合における、ケアホームとホームヘルパーの利用の組み合
わせ
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１．設置者

市町村又は市町村から基幹相談支援センターに係る業務の委託を受けた一般相談支援事業（地域移行・定着支援担当）を行う者

その他厚生労働省令で定める者が設置することができる。

→ 「厚生労働省令で定める者」については特定相談支援事業者（計画作成担当）とする。

３．業 務

総合的な相談業務（身体障害・知的障害・精神障害）及び成年後見制度利用支援事業を実施。

→ 具体的業務は、以下を基本としつつ、地域の実情に応じて実施することとする。

・ 身近な地域の相談支援事業者で対応できない個別事例への対応
・ 地域の相談支援の中核的な役割（地域の相談支援専門員のスーパービジョンや人材育成（研修、ＯＪＴ） 、広域的な調整、自立支
援協議会の運営、地域移行等に係るネットワーク構築、権利擁護、虐待対応 等）

４．人員体制

→ 地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として必要となる人員体制を確保。（画一的な人員基準は設けないこととする）

５．財 源

一般財源（交付税）

２．設置方法

→ 身近な地域の相談支援事業者と基幹相談支援センターによる体制を基本とする。

このほか、地域における指定相談支援事業者の状況等により、基幹相談支援センター単独による場合も想定される。

基幹相談支援センター（案）

法

法
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○ 自立支援協議会については、地域の関係者が集まり、個別の相談支援の事例を通じて明らかになった地
域の課題を共有し、その課題を踏まえて、地域のサービス基盤の整備を着実に進めていく役割を担っている。

○ しかしながら、現状においては、単なる意見交換の場となったり、会議がほとんど開催されていない等、形
骸化している事例が見受けられる。

→ 今回改正により、自立支援協議会が法定化されたことを踏まえ、自立支援協議会の運営の活性化のため
の方策や、相談支援の充実等の制度改正を踏まえた自立支援協議会が担うべき役割について検討。

※ 今回改正により、都道府県及び市町村は、障害福祉計画を定め、又は変更しようとする場合、あらかじめ、自立支援協
議会の意見を聴くよう努めなければならないとされている。当該改正の趣旨を踏まえ、 「第三期障害福祉計画（平成２４年
度～）」の作成に当たっては、自立支援協議会の意見を聴くよう努めること。

自立支援協議会の法定化

保健・医療

当事者サービス事業者

子育て支援

相談支援事業者

自立支援協議会

企業・就労支援

高齢者介護

行政機関

障害者相談員

民生委員

学校

宅建業者

【自立支援協議会を構成する関係者】
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都道府県・
市町村1/4

国 1/2

成年後見制度利用支援事業の必須事業化（案）

相談支援
事業者等

市町村

後見人
保佐人
補助人

連絡

家庭裁判所申立て

審
判

･

選
任

対象者

障害者福祉サービスを利用し、又は利用しようとする
知的障害者及び精神障害者

発
見

発
見

市町村
申立費用及び後見人等の報酬を助成

※ 地域生活支援事業の位置付け

国
都道府県

後見等支援

財政支援

助
成

助
成

親族・検察官等

・ 成年後見制度を利用することが有用であると認
められる障害者で成年後見制度の利用に要する
経費について補助を受けなければ成年後見制度
の利用が困難であると認められるもの

対象者は、障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認められる障
害者で成年後見制度の利用に要する費用について補助を受けなければ成年後見制度の利用が困難であると
認められるもの。

→   助成費用（厚生労働省令で定める費用）は、成年後見制度の申立てに要する経費（登記手数料、鑑定費
用等）及び後見人等の報酬の全部又は一部とする方向で検討。

法

24


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	　　障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの�間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の概要
	相談支援の充実等について
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	相談支援の提供体制の整備と質の確保（案）
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	平成２３年度における相談支援専門員の研修体系
	スライド番号 20
	サービス等利用計画の対象者拡大を踏まえた検討課題
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	障害児支援の強化について
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	　　　　　　　　障害児通所支援��　　　　　　  障害児通所支援とは、児童発達支援、医療型児童�　　　 　 発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問�　　　 　 支援を指す。
	スライド番号 29
	スライド番号 30
	スライド番号 31
	スライド番号 32
	スライド番号 33
	スライド番号 34
	スライド番号 35
	スライド番号 36
	スライド番号 37
	スライド番号 38
	スライド番号 39
	スライド番号 40
	スライド番号 41
	　　　　　　　　 障害児入所支援��　　　　　　　   障害児入所支援とは、福祉型障害児入所施設、�　　　　     医療型障害児入所施設を指す。　
	スライド番号 43
	スライド番号 44
	スライド番号 45
	スライド番号 46
	スライド番号 47
	スライド番号 48
	�１８歳以上の障害児施設入所者への対応（案）
	スライド番号 50
	スライド番号 51
	スライド番号 52
	スライド番号 53
	スライド番号 54
	スライド番号 55

